
第１８５回 教育研究評議会 議事録 

日 時：令和２年６月１１日（木） 

 １３時３０分～１４時１０分 

場 所：事務局第１会議室（本部棟３階） 

出席者 

学長（議長） 長谷部  

理 事  髙木、梅原、根上、蛯名、岡田 

副学長  中村、椛島、松川  

教育学部  木村、泉、白取  

経済学部 佐藤、奥村  

経営学部 谷地、真鍋  

理工学部 眞田、多々見 

都市科学部  川添、勝地 

国際社会科学研究院  石山、荒木、高橋 

工学研究院  梅澤、窪田、丸尾 

環境情報研究院  大谷、長尾、菊池 

都市イノベーション研究院 佐土原、齊藤、彦江 

教養教育主事  関谷 

附属図書館長  大原 

議 事 

Ⅰ 議事録確認 

第１８４回教育研究評議会議事録（案）（資料１）について、原案のとおり確認した。 

Ⅱ 報告事項 

１．議長報告 

○議長から、資料２及び資料２－１～資料２－３に基づき、次の事項について報告があった。

（ 1） 5/25 国立大学協会 第２回政策会議・理事会 参加 （資料２－１～資料２－３）

（ 2） 6/8  ワンダーフォーゲル部 OB 会 目録贈呈式 挙行

（ 3） 6/9 文部科学大臣（若手研究者）表彰授賞式 挙行

２．委員会報告 

議長から、委員会の開催状況について、資料２－４のとおりである旨報告があった。 

３．役員、副学長、部局等報告 

役員、副学長、部局等から、次の事項について報告があった。 



（ 1）学長 

・令和２年度学長戦略経費の配分及び令和元年度学長戦略経費の評価   資料３－１ 

結果について                             ～資料３－５ 

・令和元年度全学協力事業基金決算報告について           （口頭） 

（ 2）副学長（国際・地域担当） 

・大学間学術交流協定の署名について                 資料３－６、 

                                  資料３－６－１ 

                                  ～資料３－６－３ 

（ 3）附属図書館長 

    ・令和元年度後期横浜国立大学附属図書館活動報告            資料３－７ 

  

４．その他報告 

 

学長選考会議議長代行の佐土原教授より、資料３－８－１～資料３－８－７に基づき、次期学長

選考日程等について報告があった。 

 

Ⅲ 審議事項 

 

１．機構等内センター(先進化学エネルギー研究センター、量子情報研究センター)の設置について 

  理事（総務・施設担当）及び理事（研究・財務・情報・評価担当）から、資料４－１～資料４－

４に基づき、先進化学エネルギー研究センター及び量子情報研究センターを設置する旨の説明があ

り、審議の結果、原案のとおり承認された。  

 

 ２．平成３１年度に係る業務の実績及び第３期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書（案）

について 

   理事（研究・財務・情報・評価担当）から、資料５に基づき、平成３１年度に係る業務の実績及

び第３期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書についての説明の後、今後７月～８月に国

立大学法人評価委員会で審議された後、１０月６日のヒアリングを経て来年３月～４月に評価結果

が通知されるスケジュールである旨の説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

   併せて、今後軽微な字句等の修正については評価担当理事に一任願いたい旨の提案があり、了承

された。 

 

３．第３期中期目標の達成状況報告書（案）について 

理事（研究・財務・情報・評価担当）から、資料６に基づき、第３期中期目標の達成状況報報告

書についての説明の後、６月末までに大学改革支援学位授与機構に提出し１２月頃のヒアリングを

経て、来年３月～４月に評価結果が通知されるスケジュールである旨の説明があり、審議の結果、

原案のとおり承認された。 

   併せて、今後軽微な字句等の修正については評価担当理事に一任願いたい旨の提案があり、了承

された。 

 

４．国立大学法人横浜国立大学地域連携推進機構運営会議規則の一部を改正する規則（案）等につい  

て 

   副学長（国際・地域担当）から、資料７－１～資料７－３に基づき、国立大学法人横浜国立大学

地域連携推進機構運営会議規則の一部を改正する旨の説明があり、審議の結果、原案のとおり承認

された。 



 

Ⅳ その他事項 

 

 １．令和元年度決算（案）について  

   理事（研究・財務・情報・評価担当）から、資料８に基づき、令和元年度決算の概要についての

説明後、意見を徴した結果、原案のとおり経営協議会に付議することとした。 

 

以上 




